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本研究では,ダ ム事業の移転者を対象に意識調査を行 うことによ り,実 際の合意形成の

場面において,情 報提供や住民意見の反映といった手続き的な公正 さが事業者への信頼や

合意結果の納得度の形成に与える影響を実証的に検証 した.そ の結果,手 続 き的な公正を

肯定的に評価 した人々の事業者への信頼度,移 転に対する納得度は,ほ ぼ全ての評価指標

において最も高かった.一 方,手 続き的公正評価 において 「わか らない」や 「ふつう」と

回答 した人々の事業者への信頼度,移 転納得度は否定的に評価 した人々のそれより往々に

して低かったことか ら,手 続き行為 自体を認知 されることがまず重要であると言える.ま

た,相 関分析の結果,移 転の納得度は事業者への信頼度,情 報提供度,説 明の仕方の各指

標と有意な相関があった.一 方,信 頼度は納得度の他,情 報提供度,情 報正確性,意 見の

反映 と有意な相関があった.情 報正確性,意 見の反映は,事 業者に対する信頼の醸成を通

じて間接的に納得度に働きかけていると考えられる.

【キーワーズ】合意形成,手 続き的公正,信 頼,コ ミュニケーション,ダ ム事業

1.は じめに

少子高齢化の進行や財政難といった社会資本整備

を取 り巻 く環境の変化に対応し,よ り一層,質 の高

い公共サービスを供給するためには,社 会資本のユ

ーザーである国民のニーズに応え
,か つ透明性の高

い事業執行が必要であり,こ のような時代の要請に

的確に応えていくためには,市 民 と行政のコミュニ

ケーションの充実が必要不可欠である.

平成9年 には,河 川法が改正1)され,河 川整備計

画策定において住民意見を反映させるプロセスが導

入された.ま た,道 路行政においては,平 成13年

に事業の構想段階におけるPI(パ ブ リック ・イ ンボ

ルブメン ト)プ ロセスの導入提言が道路計画合意形

成研究会2)に よ りなされた.そ れを受け,翌 年,国

土交通省道路局は,「 市民参画型道路計画 プロセス

のガイドライン」3)を作成 した.さ らに平成15年 に

入ると,そ の流れ は道路行政のみならず国土交通省

所管の公共事業全般に拡大 し,平成15年6月 には,

「国土交通省所管の公共事業の構想段階における住

民参加手続きガイ ドライン」が出された.

このように制度面の改革が進む一方で,実 際の事

業執行 において も,様 々な工夫や試行錯誤を重ねな

が ら市民とのコミュニケーションと合意形成 に関す

る取 り組みがなされている5).し かし,多 くの人々

により同時に利用 されるという社会資本の公共財と

しての性質のため,異 なるニーズ,価 値観及び利害

関係を持つ人々が一つの合意案に達することは非常

に難 しい.ま た,社 会資本は,一 般 に現在ばか りで

な く,将 来にわた り長期的に利用 されるという特性

か ら,社 会経済状況等の当該社会資本を取 り巻く環

境の変化による多 くの不確実性を有 していること等

がます ます合意形成を難 しいものにしていると考え

られる.

近年,社 会資本整備における合意形成の研究が進

むにつれ,次第に諸々の ことが明 らかになってきた.
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その代表が 「手続き的公正」6)～8)と「信頼」9)の重要

性である。多様な価値観を持つ多数の関係者間が不

確実性を含んだ長期的な案件に対 して合意を図るこ

とのむずかしさを補 うためにプロセスの公正さ(手

続き的公正),事 業主体や関係者間の信頼が非常に重

要な役割 を果たす と考え られる.

そ こで,本 研究では,ダ ム事業の移転者を対象 に

意識調査 を行うことにより,実 際の合意形成の場面

における 「手続き的公正」 と 「信頼」の役割を実証

的に検証 し,今 後のよ り良い合意形成 に向けたコミ

ュニケーションのあり方に関する示唆 を得ることを

目的 とす る.

2.既 存研究と本研究の位置づけ

社会資本整備における合意形成は,土 木学会誌で

も特集記事10)が組まれるな ど,近 年精力的に研究が

なされている分野である.そ の中で も特に注 目され

は じめている概念が 「手続き的公正」 と 「信頼」で

ある.こ れらの概念は,主 に社会心理学の分野で研

究が進められてきた.

人が 「公正」という評価を行う場合,大 きく分け

て結果に対する公正さと手続きに対する公正さを評

価すると言われている.例 えば,あ る公共事業を行

うことが公正であるか どうかという問題 を考えてみ

ると,そ の公共事業の効果や影響 という結果が社会

全体または,あ る特定の個人から見て望 ましいか と

いう問題 と,そ の公共事業を行 うか否かをどのよう

に決定するかという手続きに関する問題 に分けるこ

とができる.社 会心理学では,前 者に関する公正さ

は 「分配的公正」,後者は 「手続き的公正」と呼ばれ

てきた.

手続的公正 という概念が研究 され始めたのは,比

較的新 しく,Thibaut and Walker11)が,裁 判手続き

のタイプの違いによる人々の公正 さに対する主観的

な評価 の違 いを分析 した ことに始 まる.Thibaut

and Walkerは,手 続きの公正さの基準 として,裁

判 における証拠の提出に対する当事者の裁量の範囲

である 「過程コントロール」 と下 される決定 に対す

る当事者の影響力の程度で表され る 「決定コン トロ

ール」を提案 した.そ の後Leventhal12),Leventhal,

et al.13)は,手続き的公正基準として,一 貫性,偏 り

のなさ,正 確 さ,修 正可能性,代 表制,倫 理性 とい

う6つ を提案 した.ま た,Tyler14)は,Leventhal

の6基 準の他に,発 言が決定者に受けとめられ考慮

されたと感 じる考慮感や誠実に振る舞お うとするこ

と(誠 実さ)も 重要である ことを見いだ した.

行政手続きに関する 「手続的公正」研究は,Lind

and Tyler15)らによって も行われてお り、行政手続き

に関する公正さが人々の満足感に大 きな影響 を及ぼ

す ことが報告されている.藤 井6),藤 井 ら7)は,こ

の点 に注 目し、社会資本整備の意思決定における手

続き的公正の重要性を強調した.

一方
,中 谷内16)によれば、事業を行 う主体に対す

る信頼が合意形成にとって決定的に重要であると言

われている.

手続き的公正 と信頼 という概念は,前述のTyler14)

も指摘しているように密接 に関連 している.青 木他

17)では,イ ンターネッ トを利用 した仮想の公共事業

の賛否を問う実験 を行い,公 共事業に対する段階的

な情報提供が事業者の信頼感を高め,そ の結果,賛

同者が増加する傾向を示 した.被 験者は,当 該事業

の情報量が増加す ることによ り事業の有用性を知る

と共 に,必 要な情報を丁寧 に説明されるというプロ

セスに対し,一 定の評価をしていると考え られる.

しかし,実 際の合意形成の現場では,そ れほど単

純な構造ですべてが説明できるわけではない.そ こ

で本研究では,現 実のダム事業に伴 う移転者を対象

に,手 続 き的な公正さや事業者に対する信頼が合意

形成の結果の納得度 にどのような影響を及ぼしてい

るかを意識調査によ り検証す る.な お,ダ ム事業の

関係住民の意識構造 に関する研究は,滝 口他18)等が

あるが,手 続き的公正や信頼 に着目した研究はなさ

れていない.

3.調 査の概要

実際の社会資本整備の合意形成における手続き的

公正感及び信頼の影響を検証す るために,現 在建設

中のダム事業(以 下,当 該ダム事業)の 移転世帯に

アンケー ト調査を実施 した.当 該ダム事業は,国 の

直轄事業であ り,洪 水調節,流 水の正常な機能の維

持,水 道用水の供給を主な 目的としている.

当該ダム事業の計画は,昭 和30年 代から議論さ
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れていたが,地 元住民の合意が得 られたのは,昭 和

60年 であった.現 在は,全111世 帯の家屋移転が完

了している.

表-1に 調査の概要を示す.本 調査は,平 成14

年8月 ～平成15年3月 にかけて行われた.調 査方

法は,移 転世帯に対 し.直 接調査票を配布,回 収す

る方法をとった.調 査票の配布.回 収は,当 該ダム

事業担当事務所と地元 自治体の協力を得て行 った.

表-2に 本調査の調査項目を示す.調 査内容は,

大き く分けて,事 業の進め方に関する質問,国 への

信頼性に関する質問,移 転に関す る質問に分けられ

る.本 調査用紙 は無記名形式であ り,配 布,回 収も

国の職員ではな く,地 元の協力を得て行っているた

め,事 業の当事者である主体(国)自 らが行 うアン

ケー ト調査が調査結果に及ぼす影響を極力おさえる

形に設計されている.し か しなが ら,そ のような影

響を全 く排除することは難 しいため,結 果の分析,

解釈に注意を払うとともに,調 査主体が結果 に及ぼ

す影響に関す る知見を蓄積 していく必要がある.

表-1調 査の概要

表-2意 識調 査の項 目

4.手 続きの公正さの評価指標

(1)手 続 きの公正さの評価指標

本研究では、ダム事業の合意形成段階における手

続き(進 め方)の 公正さに関する評価指標として、

以下の5指 標を設定 した。

1)事業に関する必要な情報の提供(情 報提供度)

2)提供された情報の正確さ(情 報正確性)

3)事業者の説明の仕方(説 明の仕方)

4)意見、質問に対する対応の適切さ(質 問対応)

5)住民意見の事業への反映(意 見反映)

上記指標の1),3)は,TylerやLindの 言 う誠実さ,

4)や5)は 考慮感,2)はLeventhalの 提案 した正確性

に対応すると考えられる.以 下では.こ れ らの手続

き的公正評価指標 に対する住民の主観的評価結果を

示 した上で,こ れ らの指標が信頼の形成や結果の納

得度(移 転の納得度)に 与える影響を分析する.

(2)手 続きの公正さに対する評価結果

図-1か ら5に 手続き的公正指標として選んだ5

つの評価結果 を示す.図-1は,情 報提供度に対す

る評価指標であり,「当該ダム事業に関 して,国 は必

要な情報を提供 したと思いますか?」 という問いに

対 して,「思 う」 「わか らない」「思わない」のいずれ

かで回答 してもらった.そ の結果,66%の 人が 「思

う」と答え,多 数を占めた.

図-1情 報提供度に対する評価

図-2は,情 報 正確性 に対 する評価指 標で あ り,

「当該 ダム事 業 に関 して,国 が提 供 した情 報 は正確

で したか?」 とい う問 い に対 して,「 正確 だ った 」

「わか らな い」 「不 正確だ った」のいずれか で回答 し

て も らった.そ の結果.半 数 強の人が 「適 切だ った

と回答 した.し か し,「 わか らな い」 も36.2%と,

情報 の正確 さ につ いての判断 が難 しいことが うかが

える.

図-2情 報正確性 に対する評価

図-3は,説 明の仕方 に対す る評価 指標で あ り,

「事業 内容 の説 明の仕方 には,満 足 してい ますか?」

という問い に対 して,「 満足 」 「やや満足 」 「ふつ う」

「やや不満 足」 「不満足」の5分 類で回答 して も らっ

たが,分 析 の都 合 上,「 満 足」 「ふ つ う」 「不満足 」の

3分 類 に集約 して いる.そ の結果,「 満足」 と 「ふつ
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う」がそれぞれ半数弱で 「不満足」 と答えた人は,

52人 中4人 であった.

図-3説 明の仕方に対する評価

図-4は,「 当該ダムの事業の進め方等に関 して

国にご意見,ご 質問をされましたか?」 という問い

に 「はい」と回答 した30人 に対 し,「あなたのご意

見,ご 質問に対する国の対応は適切で したか?」 と

いう質問をしたものである.こ れを質問対応の評価

指標とする.そ の結果,「 ふつうだった」と回答 した

人が最も多く,次いで「適切だった」「不適切だった」

の順 となった.

図-4質 問対応に対する評価

図-5は,意 見反映に対する評価指標であ り,「住

民の意見は事業に反映されていると思いますか?」

という問いに 「思 う」「わか らない」「思わない」の

いずれかで回答 してもらった.そ の結果,半 数強の

人が 「思う」 と答えた.し か し,約30%の 人が 「わ

か らない」と答えていることから,情 報正確性 と同

様、意見反映度は、住民にとっては実感が得 られ に

くい指標であると思われる。

図-5意 見反映に対する評価

5.事 業者に対する信頼と手続きの公正 さ

(1)事 業者に対する信頼性

2章 でもふれたように,社 会資本整備の合意形成

においては,事 業内容 ばか りではな く,事 業を行 う

主体に対する信頼 も重要な要因であると考え られて

いる9),16).そ こで本研究で も事業主体である国に対

する信頼感 を計測 し,合 意形成における重要性を検

証 した.ま た,手 続的な公正感と信頼の関係につい

ても検証を試みた.

本研究の調査では,事 業主体である国に対する信

頼度を当初と現在の2時 点 について聞いている.つ

まり,「当該ダムの事業者である国をはじめか ら信

頼できましたか?」 という質問 と 「今,国 を信頼 し

ていますか?」 という質問を行い,そ の間の変化を

見ることにより,合 意形成段階の信頼の変化を見る

ことができる.

表-3は 事業者である国に対する当初の信頼度 と

現在の信頼度の結果を示 している.こ こで,「信頼 し

ている(信 頼できた)」という回答には,評 点1,「 信

頼 していない(信頼できなかった)」という回答には,

評点-1を 割 り当て,そ れぞれの回答者割合を掛け

合わせることによ り,信 頼度の平均値を算出した.

なお,無 回答の評点は0と した.そ の結果,当 初か

ら国を信頼できた人は,全 体 のおよそ54%だ ったの

に対 し,全 戸移転の終了した現在では,75%に 増加

していた.ま た,平 均値では,当 初の0.15か ら0.60

に増加 していることがわかった.

表-3国 に対する当初の信頼度 と現在の信頼度

表-4国 に対する信頼度の変化

次 に表-4は,縦 軸に当初の信頼度のグループ別

の人数(割 合),横 軸に現在の信頼度グループ別の人

数(割 合)の マ トリクスであり,信 頼度の変化の内

訳を見ることができる.こ れによると当初か ら 「信

頼できた」と回答 している人は,お よそ9割 の人が

「今 も信頼 している」と答えてお り,「信頼 していな

い」 と回答 した人は2人 だった.こ れ に対 し,当 初

「信頼できなかった」と回答 した人のうち7割 の人
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は 「今は信頼 している」 ということがわかった.

(2)手 続 き的公正感 と信頼の関係

次に手続 き的な公正感 と信頼の関係 を検証す る.

既存研究 においてもこの両者は密接に関係 している

と考えられている.本 研究では,4章 で定義 した5

指標の手続 き的公正に関する評価指標 について,公

正評価の違 うグループ毎に,当 初及び現在の事業者

に対する信頼度の平均値を算出することによって,

手続き的な公正感 と信頼度の関係をみた.

表-5は,情 報提供度の評価の違いによる,各 グ

ループの当初及び現在の信頼度の平均値 を示 してい

る.こ れによると,情 報提供度を肯定的に判断 して

いるグループも否定的に判断しているグループも共

に,当 初から現在にかけて信頼度は大幅に上昇 して

いるが,「 わか らない」と判断 したグループは,信 頼

度の平均値が減少していることがわかった.情 報提

供度に対 して 「そう思う」,あ るいは,「そう思わな

い」と判断したグループは,肯 定的,否 定的如何 に

かかわ らず,情 報提供という行為自体の認知が信頼

度の違いにつながっていると推察できる.次 に表-

5に 示 したような評価 グループ間の信頼度の平均値

の差が統計的に有意な差であるかどうかを一元配置

分散分析を行うことによって検証した.そ の結果 を

表一10に 示す.表 中,「当初」は,当 初の信頼度の

平均値に関する検定結果,「現在」は,現 在の信頼度

の平均値 に関する検定結果を表している.そ の結果,

現在の信頼度の評価 において,各 評価グループ問の

評価値の平均値は等 しいという帰無仮説が5%有 意

の水準で棄却された.つ まり,各 評価グループの評

価値の平均値に違いがあるということを表している.

さらに,各 評価グループの組み合わせの問で信頼度

の平均値に差があるかどうかを検定 した結果を表-

11に 示す.情 報を提供 したと 「思う」と評価 した

グループと 「わか らにない」 と評価 したグループの

現在の信頼度評価値 に5%有 意の水準で違いが確認

された.以 上の結果から,情 報提供度が信頼形成 に

寄与 している可能性が高いと言える.

表-6に 示すように情報正確性 に関 しては,い ず

れのグループも当初 と現在の二時点間で信頼度は増

加 しているものの,「不正確」と回答したグループの

信頼度評価値は全体の平均か らみても非常 に低い結

果になっている.ま た,分 散分析の結果,現 在の信

頼度の評価値 において,各 評価 グループの信頼度の

平均値に1%有 意の水準で違いがみ られた(表-1

0).さ らに各評価グループ問の平均値の差の検定で

は,「 正確」と評価 したグループの現在の信頼度の平

均値 と 「わか らない」 と評価 したグループの平均値

が5%の 有意水準で違いがみ られ,「正確」と評価 し

たグループと 「不正確」と評価 したグループの評価

値では,1%の 有意水準で違いが確認できた.こ れ

らの結果は,情 報の正確性が信頼の形成 に一定の影

響力を持っていることを示唆する結果 と言える.

表-7に 示すように説明の仕方に関 しては,ど の

グループも一様 に満足度が上昇 している.し かし,

「不満足」と答えたグループの事業者への信頼度は,

「ふつう」と答えたグループのそれよりも高いこと

がわかった.ま た,分 散分析の結果(表-10)で

は,各 グループ間の評価値 に有意な差はみられなか

った.し か し,各 評価グループの組み合わせ毎に信

頼度の平均値の差の検定(表-11)を 行ってみる

と,現 在の信頼度の評価値 において,説 明の仕方に

対 し,「満足」と評価 したグループと 「ふつ う」と評

価 したグループの間にだけ,5%有 意の水準で違い

がみられた.よ って,説 明の仕方は,情 報提供度や

情報正確性に比べ,影 響の度合いは小さいものの,

信頼の形成に無関係ではないことは確認できた.

表-8は,質 問対応の評価の違いによる各グルー

プの当初,現 在の信頼度の平均値を示 している.こ

れによると,他 の指標 と比べ,全 体的に信頼性の評

価値が高いことがわかる.こ れは,4(2)で も述

べたように事業者に対 して質問 ・意見をした人に限

定 した集団(30人)で あるため,全 体として,積 極

性が高いグループと言える.た だ し,質 問対応が 「適

切」 と答えたグループは,当 初から高い信頼性を持

っていたため,変 化の度合いは小さくなっている.

また,検 定の結果では,各 評価グループの間に統計

的に有意な差は見 られなかった(表-10,11).

表-9に 示すように意見反映の感 じ方に関しては,

いずれのグループも信頼度が増加 してお り,意 見反

映に肯定的になるほど信頼性も高いという結果が出

ている.検 定の結果(表-10,11)か らも,各

評価グループの評価値の間に違いがみられ,特 に意

見を反映していると「思う」と評価 したグループは,

それ以外のグループの評価値 と有意な差があること
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が確認できた.

これ らの結果か ら,手 続的な公正感を表す指標は

いずれも信頼性 に少なからず影響 していると考えら

れる.以 降では納得度の関係 とともにさらに詳細な

分析 を行 う.

表-5情 報提供度の評価グループ別信頼度

表-6情 報正確性の評価グループ別信頼度

表-7説 明の仕方の評価グループ別信頼度

表-8質 問対応の評価グループ別信頼度

表-9意 見反映の評価グループ別信頼度

表-10分 散分析による信頼度の検定結果

表-11評 価グループ間の信頼度平均値の差に関

する検定結果注1)

6.信 頼,手 続きの公正 と移転の納得度

(1)移 転決意の理由と納得度

通常,社 会資本整備の効果は,多 くの人々が享受

する.ダ ムも流域全体の住民に対 し,災 害 リスクの

低減や水資源の供給 といった効果をもた らす.一 方,

社会資本整備は,一 部の住民に移転等の負の影響を

発生させることも事実である.よ って,事 業 を行う

にあたっては,被 影響者である住民に補償や生活再

建等の適切な措置を講ずるとともに,不 安感の解消

や事業への理解の促進を図るためによ り良いコミュ

ニケーションを行い,納 得度の高い合意形成を行っ

ていくことが重要である.以 上のような基本的認識

を踏 まえ,以 下では,よ り良いコミュニケーション

をはかっていくための移転の納得感 と信頼 と手続き

的な公正感の関係を検証する.

(2)移 転の決意理由と納得度

図-6に,「 最初に移転の必要性が あることを知

ったとき,移 転をす ぐに受 け入れることができまし

たか?」 という問いに対する回答を示す.そ の結果,

半数の人が 「受け入れることができなかった」と答

えている.後 の分析のため,こ こで 「受け入れるこ

とができた」 と回答 した集団を当初受入グループ,

「何 とも言えない」と回答 した集団を当初保留グル

ープ,「受け入れることができなかった」と回答した

集団を当初拒否グループと呼ぶ こととする.
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図-6移 転に対する態度(当 初)

次に移転を決意した理由を表-12に 示す.設 定

した理由項 目に対し,複 数回答可で回答 してもらっ

た.ま た,設 定 した項 目に当てはまらない理由につ

いては,そ の他の項 目に自由回答してもらった.そ

の結果,「 しかたがない」や 「まわりの人が移転を決

意 していたから」といった理由が上位にあげ られた

一方
,「 このダムが社会のためになると思ったか ら」

という公益性 を意識 した意見が全体の42.3%の 人が

移転の決意理由としてあげていることがわかった.

なお,そ の他の意見 としては,「拒否できるとは思わ

なかった」や 「移転先の宅地区画等ほぼ希望が叶っ

た」等があげられた.

表-12移 転の決意理由

また,「 今 回の移転 につ いて,総 合的 に判断 して,

納 得 して い ますか?」 とい う問い に対 し,図-7に

示 す ような結果 を得た.「 納 得 して いる」 「やや納 得

して いる」 を合わ せる と全体 のお よそ8割 の 人が あ

る程度納 得 して いる ことが わか った.ま た,「 納 得 し

て いる」に5,「 納得 して いない」に1の5段 階の評

点 を付 け る と,平 均 は,4.14と いう結果 にな った.

図-7移 転の納得度

(3)手 続き的公正感 と納得度の関係

4章 で定義 した手続き的公正感の評価指標 と移転

の納得度の関係 をみるためにクロス集計を行い,前

節で定義した納得度の評点の平均値 を算出した.

表-13か ら17に 手続き的公正評価グループ別

の移転に対する納得度の平均値を求めた結果を示す.

その結果,い ずれの評価指標も手続き的公正を肯定

的に評価 しているグループの納得度の平均値が最 も

高 くなっていた.し か し,否 定的に評価しているグ

ループの納得度は,「わからない」や 「ふつう」と回

答 した中立的なグループよ りも情報正確性,説 明の

仕方,質 問対応 において概ね高い評価となっていた.

この結果は,前 章の信頼との関係同様,肯 定的にせ

よ,否 定的にせよ,手 続きの行為 自体の認知に対 し

て一定の評価 を行っていると考えられる。

ただ し,「ふつう」や 「わか らない」という中間的

回答は,様 々な意味を含む可能性があるので,場 合

により,よ り細か く真意を聞くことも必要である.

また,表-18に 示すように一元配置分散分析を

行った結果,意 見反映以外の4つ の評価指標におい

て,そ れぞれの評価グループの納得度の平均値に差

があるという検定結果が得られた.次 に表-19に

示すように,評 価グループの対 ごとに納得度の平均

値の差 に関する検定を行 った結果,い くつかの評価

グループ間の評価値に統計的に有意な差がみられた.

この中で,全 体的な傾向として.「正確」や 「満足」

と手続きに関す る評価項目を肯定的に評価 している

グループの納得度の評価値はそうでないグループの

それと比べ,全 般的に高 く,そ の差は統計に有意な

差であることが確かめ られた.

表-13情 報提供度の評価 グループ別納得度

表-14情 報正確性の評価グループ別納得度

表-15説 明の仕方の評価グループ別納得度

表-16質 問対応の評価 グループ別納得度
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表-17意 見反映の評価グループ別納得度

表-18分 散分析による納得度の検定結果

表-19評 価グループ間の納得度平均値の差 に関

する検定結果注2)

(4)当 初の移転に対する態度 と信頼の変化

図-8は,6.(2)で 定義した当初の移転に対す

る態度別グループと信頼度の関係を示 している.こ

れによると,い ずれのグループも2時 点間の信頼度

は増加 しているが,当 初拒否グループは,当 初の信

頼度が最 も低かったにもかかわらず,現 在の信頼度

は最も高くなっていることがわかった.こ の結果に

ついて もコミュニケーションの多少が関連 している

と推察できる.

(5)信 頼,納 得,手 続き的公正の関係

これまでの分析結果か ら,手続き的公正感,信 頼,

移転の納得度の間の関連性が見えてきた.そ こで,

それらの相互の関連性をよ り詳細に分析するために,

手続き的公正評価の指標,現 在の国への信頼,移 転

図-8当 初の移転に対する態度と信頼度の変化

表-20納 得度,信 頼,手 続き的公正間の相関

の納得度のそれぞれについて相関係数をとった結果

を表-20に 示す.な お,手 続き的公正評価指標の

「質問対応」については,質 問,意 見を行ったこと

がある人という限られた集 団になってしまうため,

本分析では「質問対応」を変数として含めなかった.

また,全 項 目に回答 していないサンプルをはず した

結果,分 析 に用いたサ ンプル数は41と なった.

表中,**は,無 相関性を棄却する検定 を行った結

果,1%有 意のものを表す.ま た,*は,5%有 意の

ものを表す.そ の結果,納 得度は,信 頼 と有意な相

関が認め られた.ま た,手 続き的公正評価指標のう

ち,情 報提供度,説 明の仕方については,1%有 意

の結果が認められた.一 方,信 頼は,手 続き的公正

評価指標のうち,情 報正確性 と1%有 意の関係を持

ち,情 報提供度,意 見の反映と5%有 意の関係を持

っていることがわかった.つ まり,情 報提供や説明

の仕方は納得度に直接関係 して くるが,情 報正確性

や意見の反映は信頼感の上昇を通 じて、間接的に納

得感につながっているものと考えられる.

7.結 論

本研究では,ダ ム事業 に伴 う移転者を対象に合意

形成プロセスに関する意識調査を行 い,情 報の提供
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や意見の反映といった合意形成プロセスにおける手

続 きの公正 さが事業者 に対する信頼や合意の結果

(移転の納得度)に どのような影響を持つか という

ことに対する検証を試みた.そ の結果,得 られた主

な知見を以下に示す.

・手続き的な公正を肯定的 に評価 した人々の事業者

への信頼度,移 転の納得度はほぼ全ての指標で最

も高かったことから,手 続 き的公正感は信頼や納

得度に一定の影響力を持つと考えられる.

・手続き的公正評価において 「わか らない」や 「ふ

つ う」と回答 した人々の事業者への信頼度や移転

の納得度は否定的に評価 した人々のそれよ り往々

にして低かったことか ら,手 続き的公正さを認知

されることがまず重要である.

・手続き的公正評価,事 業者への信頼感,移 転の納

得度の各評価値の相関分析 を行った結果,納 得度

は信頼度,情 報提供度,説 明の仕方の各指標と有

意な相関があった.ま た,信 頼度は納得度の他,

情報提供度,情 報正確性,意 見の反映と有意な相

関があった.情 報正確性,意 見の反映は,事 業者

に対する信頼の醸成を通 じて納得度に働きかけて

いると考えられる.

以上の分析結果か ら,手 続き的公正さは信頼の醸

成や合意結果の納得度を高めるためには重要な要素

であり,公 正と判断されるためには,緊 密なコミュ

ニケーション等によって公正な手続きを認知される

ことも重要であると言える.

注1)表-11に おいて,情報正確性と質問対応の一部に数

値が入っていない(-が 入っている)の は,それぞれ 「不正

確」,「不適切」と回答した評価グループの信頼度の評価値の
分散が0と なるため,分 布形を定義できないためである.そ
のため,表-10に 示した分散分析では,情報正確性の当初

と質問対応については,分散を持つ2グ ループによる検定を

行っている(この場合,結果は表-11の 平均値の差の検定
と一致する).

注2)注1)と 同様の理由で質問対応の一部は検定ができな
いため-が 入っている.
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The Roles of Procedural Justice and Trust in the consensus building on the 

Infrastructure Development 

By Atsushi SUZUKI, Hitoshi NISHINO and Shinji YAMAGUCHI

The purpose of this study is to verify an effect of procedural justice such as information provision or reflection of 

opinions on trust toward government and satisfaction at the stage of consensus building in a dam project with an 

opinion poll among households moved from the dam site. As the results, the people who consider the procedural of 

consensus building to be fair generally tended to have high trust toward the government and high satisfaction for the 

consequences. On the other hand, people who answer "unclear" or "average" tended to evaluate trust and satisfaction to 

be severer rather than people who consider the procedure to be unsatisfactory. Therefore, it is important that the 

stakeholders recognize fair process above all. As the results of correlation analysis, some indexes of procedural justice 

such as information provision and way of explanation are highly related to the satisfaction for the consequences. On the 

other hand, some indexes such as information provision, information accuracy and reflection of the opinion are related 

to the trust toward government. Furthermore, trust toward the government is highly related to satisfaction for the 

consequences. Therefore, it is considered from these results that information accuracy and reflection of the opinion 

indirectly affects satisfaction of consensus through the trust toward government.
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